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中国で大学卒業見込者が自分の意思で就職希望先を選択できるようになったのは1990年代以降の
ことである。それ以前は、「国家統一分配」により決定された就職先に一定年数勤続することを要
請されていた。 田（2003）は、上海経済圏にある地域で合弁事業を行っている日系企業に在籍す
るホワイトカラー層のキャリア形成過程を考察し、キャリア形成の課題のひとつとして生涯キャリ
ア発達の観点から長期的にキャリア形成を考えることの重要性を指摘した。この観点に立つならば、
長期的キャリア形成の出発点は就職活動時であると捉えられる。そこで本稿では、ホワイトカラー
層に新たに参入する四年制大学卒業見込者を対象として、彼らの就職活動プロセスを考察し、キャ
リア形成の開始時を巡る問題を検討する。
さて大卒見込み者が各自の意思で就職活動を行うようになった1990年代と時期を同じくして、特
に 小平による南巡講話以降、上海地区の経済活動は目覚しい発展を遂げている。それに伴い、広
範な地域から職を求めての外来流動人口が増加し続けている。その外来人口は、「仮戸籍」という
形で定住登録済みの者と未登録の流入者とに大別される1）。ただし本稿で考察対象とする在上海の
四年制大学卒業見込み者が新規参入を目指す上海地区の常勤ホワイトカラー職の戸籍上の要件は、
もともと上海に「戸籍」を持つか、あるいは地方出身であっても得難い人材として「仮戸籍」を認
められたか、を満たすことである。
本稿では、在上海の四年制大学生の就職活動に焦点を当て、活動当事者の大学生とその活動を支
援する側としての大学教職員及び行政職員からの聞き取り調査に基づいて考察する。なお今回の調
査は、就職活動という個人的経験を話すことに同意する大学生を多数見つけることが滞在期間中の
時間的制約のなかで困難であったことと、学術調査とはいえ外来者が大規模な聞き取りをすること
が憚られる社会事情とによって、サンプルが限られたものとなった。しかし上海への日系企業の進
出増加が期待されている現況において、在上海四年制大学生の就職活動プロセスの一端を示すこと
は、将来日系企業の現地ホワイトカラー層のキャリア開発を進めるうえでも意義あることと考える。
2. 1 先行研究
先行研究では中国内の外資系企業に在籍する、主として現場ワーカー層の中国人従業員の人事・
労務管理を扱ったものが多く、今回サーベイした限りで中国の四年制大学生の就職活動を直接の考
察対象とした邦文文献は見当たらなかった。そこで次の二つの観点から先行研究をサーベイした。
第一に彼らが就職活動を行う上海の経済活動の推移に関するもの、第二に大学生を始めとする若年
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層の就職やキャリア形成に関するものである。
2. 1. 1 上海の経済活動の推移
1992年春、 小平が南巡講話の際「上海を経済特別区にしなかったのは誤りだった」旨を発言し
て以来、上海の経済活動は広く国外に向けて展開され始めた。関（1997）によれば、1985年から
1990年までは深 を始めとする華南の経済特区が飛躍的に発展した時代であり、その後の1990年代
は蘇州、無錫などの長江下流域の主要都市が伸び始め、上海を核として下流域の諸都市が競争と連
携の関係を深めていっている。また上海市の産業別構成比の推移では、1980年代では第二次産業が
40～60%台、第三次産業が20%台であるのに対し、1995年には第二次産業が54.5%、第三次産業が
35.7%となり、「工業都市から総合的な産業都市へ」と歩み始めていることがわかる2）｡また2000年
11月の第五次人口センサスで､上海市の全人口1673万7700人のうち戸籍人口が1286万6600人、外来
流動人口が387万1100人と判明したことから、約25%が外来者であることがわかる3）。外来者は、安
定的な仕事（例えば常勤のホワイトカラー職）に就職した場合など一定の条件を満たせば仮戸籍を
与えられる。
一方ホワイトカラー職を採用する企業側、とりわけ日系企業に求められることは何だろうか。関
（1999）は、欧米企業と比較して日本企業が完璧を求めすぎるあまり、進出の二番手に甘んじてい
る状況を指摘し、21世紀に「新たな可能性」を秘めた上海をどう受け止めるのかを論じている。関
によれば中国にミニ日本を作ることに終始した段階から次へ進むためには、基盤的な技術と深くか
かわることや市場を開拓することといったアプローチを取ることが必要である。また、前述したよ
うに上海市の産業構造で第三次産業の構成が増加していることから、「ひと」そのもののアウトプ
ットの質向上が一層求められる状況にあることがわかる。したがって単なる労働力としてではなく、
現地人材の「頭脳」を活用する方向へ進むためには、現地ホワイトカラー層の戦略的育成が必須で
あり、本稿で論じる四年制大卒見込者はホワイトカラー層の新たな担い手として位置づけられるだ
ろう。
2. 1. 2 若年層の就職及びキャリア形成
本項では若年層の就職及びキャリア形成に関する先行研究を参照し、その理論的含意と本稿での
考察枠組みに対する示唆を検討する。
（1）シャイン（1978） 若年層のキャリア発達上の課題
シャイン（Schein）は、キャリアを次の三点から捉える。第一に「生物学的・社会的加齢過
程に由来する問題」、第二に「個人の家族関係に関わる問題」、第三に「仕事とキャリア形成に
関わる問題」である。すなわち、ひとりの人間が誕生して死亡する過程、個人が生家から独立
したり、新たな家族を持ったりする過程、そして職業イメージを育て、教育・訓練による就職
準備の期間を経て職に就き、キャリアを形成し引退する過程、以上の三過程を同時進行させる
ことを前提としている。そしてキャリアを長期的な生涯キャリア発達の観点で考えることを提
起している。本稿で扱う大学卒業見込み者の就職活動は、直接的には第三の「仕事とキャリア
形成に関わる問題」のなかの「就職準備期間」に位置づけられる。しかし、彼らが20数年の生
物的・社会的成長を経て、就職を期に生家との関係をどう維持・変化させるのかといった第一、
第二の観点も合わせて考慮する必要があるだろう。
さて前述の「就職準備期間」におけるキャリア上の課題は、シャインによれば次の二つの段
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階での課題に分けられる。第一に「成長、空想、探求」段階での課題は、「1．自分自身の欲求
と興味を開発し発見する」、「2．自分自身の努力と才能を開発し発見する」、「3．職業について
学ぶための現実的役割モデルをみつける」、「4．テストやカウンセリングから最大限の情報を
入手する」、「5．職業と仕事の役割に関する信頼できる情報源を入手する」、「6．自分自身の価
値・動機・抱負を開発し発見する」、「7．堅実な教育決定を行う」、「8．キャリア選択をできる
だけ広くしておけるようなよい学業成績をおさめる」、「9．現実的な自己イメージを開発する
ため、スポーツ、趣味、学業活動において自己テストの機会をみつける」、「10．初期の職業決
定をテストするため試験的なパートタイムの仕事の機会をみつける」、である。第二に「仕事
の世界へのエントリー」段階での課題は、「1．仕事の探し方、応募方法、就職面接の受け方を
学ぶ」、「2．職務および組織に関する情報の評価法を学ぶ」、「3．選抜・選別テストに合格する」、
「4．初めての仕事の現実的かつ妥当な選択を行う」、である。
シャインの視点に基づき、本稿では長期的な生涯キャリア発達のなかに就職活動を位置づけ
る。在上海の四年制大学卒業見込み者が就職活動時期にどのような課題に直面しているかを考
察するに際して、上述の「就職準備期間」におけるキャリア上の課題のどれに近似しているか
参照する。
（2）尾高（1995）職業社会学の見地からの職業観
尾高は、「職業観」として次の三つを挙げている。第一に「自分のための職業」、第二に「特
定の全体者に仕えるための職業」、第三に「職業そのもののための職業」である。第一のタイ
プは職業を「生活のための、儲けるための、あるいは立身出世のための手段」とみなす。第二
のタイプは職業を「広い意味の主人に対する従者としての奉仕」とみなす。第三のタイプは職
業を手段としてや特定のだれかへの奉仕として捉えるのでなく、職業そのものを目的として、
「その仕事がとりうるかぎりのもっとも完全なかたちでそれを仕上げること」であるとみなす。
尾高はマックス・ヴェーバーが「有機的職業倫理」と「禁欲的職業倫理」を区別したことに倣
い、上記職業観のうち第二のタイプが前者に、第三のタイプが後者に近いと論じている。すな
わち、ヴェーバーのいう「禁欲」とは、「有機的」の場合のように有機体的な秩序の維持を第
一として自己を没却するのではなく、あらゆる人間的な弱点を意味する感情や欲望（例えば気
まぐれ、なまけ心、物欲など）と自分対他者間の勢力関係を念頭に置いた配慮（例えば気がね、
迎合、功名心など）を禁圧することである。したがって、第三のタイプ「職業そのもののため
の職業」という職業観は「仕事に生きる」態度となって表れると述べている。
本稿では尾高による「職業観」の捉え方を援用し、彼らの就職活動の背景にどのような「職
業観」があるのかを見ることによって、彼らが職業に求めていることの一端を理解できるので
はないかと考える。
（3）安田（1999）日本の大学生の就職活動
安田は、日本のある四年制私立大学の四年生男女各100名（無作為抽出）を対象として、就
職活動前後2回にわたって同一人物に質問紙調査を実施し（1995～1997年）、その調査結果を参
照しながら就職活動全般を論じている。このなかで次の三点が本稿での論議と関連すると考え
られる。第一に「学生が企業選択で重視するもの」、第二に「インターンシップ制度の運用」、
第三に「就職活動で役に立つもの」、である。第一と第三の項目については安田による調査結
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果が挙げられており、調査対象がひとつの大学とはいえ大学生の就職活動プロセスの大筋を把
握できる。
第一の「学生が企業選択で重視するもの」では、「規模」「将来性」「知名度」「職種」「業種」
「勤務地」「福利厚生」「社風」「先輩等知人の存在」の9項目について、活動前後の変化を調査
している。結果は、男女ともに「職種」「業種」「社風」を重視していることは活動前後でほぼ
変わっていない。男子学生では、「将来性」が平均値で4.50→4.67と上昇し、「規模」は3.56→
3.33と下降している。一方女子学生では、「知人の存在」が2.16→2.22と上昇し、「規模」が3.44
→3.09と下降している。安田は、「会社訪問後の印象」を重要とする学生が多かったことを指摘
し、漠然としたイメージの修正に会社訪問が役立ち、訪問を通して納得できる地点を見つけて
いることを指摘している。
第二の「インターンシップ制度の運用」に関して、安田は一部の企業では大学と連携して単
位認定を行っているものの、いわゆる「青田買い」に似たことではないかという非難すらある
こと、またこの制度のもとで学生に就かせる職務内容、評価の対価としての報酬、及び教育的
配慮について全体像が依然として不明であることを指摘している。
第三の「就職活動で役に立つもの」では、「大学名」「授業内容」「成績」「課外活動」「資格」
「大学関係の友人」「個人的な縁故」「体格・容姿」「大学就職部」「就職情報誌」の10項目につ
いて活動前後の変化を調査している。結果は、男子学生の場合、「資格」が2.12→2.12で不変、
「就職情報誌」が3.65→3.76で上昇、「大学就職部」3.71→3.47で下降、女子学生の場合、「資格」
が2.67→2.75で上昇、「就職情報誌」が3.81→3.88で上昇、「大学就職部」が4.19→3.69で下降、で
ある。したがって「資格」と「就職情報誌」の有用性の評価が高い一方、「大学就職部」は有
用性の評価が特に男子学生で低い結果を示している。
上述の安田による論議を参照し、本稿での考察では次の三点に着目する。第一に「学生が企
業選択で重視するもの」との関連で、在上海の四年制大学卒業見込み者が学生と企業間の対面
コミュニケーション（日本の例では会社訪問や会社説明会）をどう捉えているか、である。第
二に「インターンシップ制度の運用」との関連で、中国の多くの大学で単位認定されている
「社会実践」科目での経験が大卒見込み者の就職活動でどの程度参考になったか、である。第
三に「就職活動で役に立つもの」との関連で、役立った情報源は何か、である。安田による調
査結果では情報源として「情報誌」が男女とも評価が高くなったことに対して、「就職部」の
評価が下がった。すなわち不特定多数の学生を対象とする雑誌からの情報のほうが、特定の大
学の学生を対象とする情報より役立ったと感じていることを意味する。この点は学生の就職活
動時にアドバイスを行っている大学関係者（教員や就職関係の職員）の認識も合わせて検討す
る必要があるだろう。
（4）ワナウス（1992） Realistic Job Preview（RJP）概念
ワナウス（Wanous）は、「組織と個人のマッチング」（図1参照）において、組織側のメリッ
トに力点を置いた「従来型のマッチング」ではなく、個人側のメリットをも考慮する「新しい
型のマッチング」を実現することを提起している。ワナウスがいうところの「従来型のマッチ
ング」とは、図の上方の濃い網掛け部分を指す。この型のマッチングでは、組織が個人のどの
ような能力あるいは潜在的力を必要とするかに重点が置かれる。一方「新しい型のマッチング」
とは、図の下方の薄い網掛け部分を指す。この型のマッチングでは、個人が職務を通して得た
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いことに対して組織風土がどこまで許容するかに重点が置かれる。そして、組織は応募者に組
織風土の実像に近い情報を採用活動時に提供することによって、採用後に「こんなはずではな
かった」というミスマッチによる早期離職を回避できると述べられている。
金井（2001）は、日本のあるシンクタンクがRJP概念を活かした採用活動を実施した事例を
紹介し、この場合入社後のリアリティ・ショック（Reality Shock）が少なかったことを指摘し
ている。本稿ではこのRJP概念に着目して、大学生が就職活動のなかで就職希望先の現実に近
い情報をどの程度得られたかを考察する。
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図１　ワナウスによる「組織と個人のマッチング」
出所：Wanous, J.P."Organizational Entry" P.8をもとに作成
注①：図中の「個人の基本的欲求」とは存在欲求、尊敬欲求、成長欲求を示す。
②：図中の網掛け部分は本稿筆者による。
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（5）馬（1997）外資系企業勤務の中国人ホワイトカラー層の意識
先行研究では現場ワーカーを主対象とするものが多いなかで、馬（1997）は在中国の外資系
企業の人事処遇に関する質問紙調査を、現地ホワイトカラー層の比率が高いサンプルによって
実施している。この調査では1996年4月から8月にかけて、北京・天津・上海・深 ・大連に進
出している日系・米国系・欧州系企業計214社に勤務している現地中国人就業者計1,025人から
回答を得ている。回答者の77%が技術職、事務職及び経営管理職である。また年齢構成では35
歳以下が全体の85%を占めており、内25歳以下が30%である。
調査結果で本稿での論議と関連があるのは、外資系企業への「入社動機」と「転職動機」で
ある。「入社動機」では「収入増加」（66.9%）、「才能の発揮」（57.1%）、「技術・管理知識の習
得」（43.8%）であるのに対し、「転職動機」では「収入増加」（62.1%）、「才能の発揮」（40.7%）、
「技術・管理知識の習得」（20.2%）である。結果からの特徴として、馬は第一に「収入増加」
が入社・転職動機ともに高いこと、第二に「才能の発揮」と「技術・管理知識の習得」がとも
に転職動機では低くなり、特に後者は半減することを挙げている。
また「転職を望むか」という設問に対して、欧州系企業在籍者の5.6%、米国系企業在籍者の
6.5%、日系企業在籍者の11.6%が「非常に転職したい」と回答した結果について、日本型の年
功序列賃金体系では若年層の賃金が低く設定されていることが一因ではないかと述べている。
そして「日本型労働管理の良さを生かしながら中国の国情にある労働管理方法を模索する」こ
とが重要課題であり、賃金体系を見直していく必要性を指摘している。
一方 田（2003）は、聞き取り調査をした日系合弁ソフトウェア開発企業が業界のなかで非
常に低い離職率となっており、また20代のシステムエンジニアのキャリア観に目先の収入増加
だけで安易に転職しない志向や、より上位のマネジメント職志向が見られた原因として、次の
三点を指摘した。すなわち、第一に大学新卒者を長期にわたって中核人材として育成する方針
を持つこと、第二に日本人総経理と打ち解けて話す機会が多いこと、第三にソフトウェア開発
を基本設計から受注することが多いこと、である。そのソフトウェア開発企業では年功序列賃
金制を採っているが、総経理の見解ではシステムエンジニアたちのレベルが1年ごとに向上し
ていっており、そのレベル向上に見合う給与を支払う結果が年功賃金になるということである。
したがって、ひとくちに日系企業といっても人材育成方針や組織風土・文化が異なり、一概に
年功序列賃金体系を見直せばよいわけでもないと考えられる。
本稿では、上述の馬による研究で見出された就職動機としての「収入」、「才能の発揮」及び
「技術・管理知識の習得」に着目する。就職活動段階で在上海の四年制大学生がこの三つをど
の程度考慮しているのか、特に収入面での欲求に関して検討を加える。
2. 2 本稿の視点
2. 1項で述べた先行研究の理論的含意と本稿の考察枠組みへの示唆を整理したものが表1である。
先行研究からの示唆に基づいて、本稿では在上海の四年制大学生の就職活動プロセスを考察する
際に以下の枠組みで捉える。（図2参照） 研究方法として、調査対象者に対する聞き取りを実施し、
図中の（a）～（g）の各項目に関して考察する。
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理論的含意 本稿の考察枠組みへの示唆
シャイン(1978) キャリアを長期的視点(生物的成長・家族
関係も含む)で捉える。
キャリア段階ごとに課題がある。
就職活動を生涯キャリア発達の観点で
捉え、「就職準備期間」段階でどのよう
な課題に直面しているかに着目する。
尾高(1995) 職業観に三つのタイプがある。（自分のた
め、他者のため、仕事自体のため）
就職活動をどのような職業観で行って
いるかに着目する。
安田(1999) 「企業選択で重視していること」の内、
会社訪問後の印象が重視されている。
「インターンシップ制度」は日本ではま
だ全体像が不明である。
「就職活動で役に立つこと」の内、情報
源では、特定の受け手向け（例：就職部）
より、不特定の受け手向け（例：就職情
報誌）のほうの評価が上昇した。
就職活動における企業との対面コミ
ュニケーションに着目する。
「社会実践」科目での経験に着目す
る。
「情報源」の特性に着目する。
ワナウス(1992) 就職先の現実に近い情報を応募者に提供す
ること(RJP: Realistic Job Preview)によっ
て早期離職を回避する。
就職活動で、就職希望先の現実に近い
情報をどの程度得ているのかに着目す
る。
馬(1997) 中国人ホワイトカラーの外資系企業への就
職・転職動機として、「収入増加」の回答
比率が高い。
就職活動で、収入面の欲求をどの程度
考慮しているかに着目する。
先行研究
表1. 先行研究の理論的含意と本稿の考察枠組みへの示唆
図2. 本稿の考察枠組み
3. 1 調査概要
本稿での事例は、2002年2月19日から同年3月1日に中国の上海地域で実施した聞き取り調査に基
づく。調査対象は、就職活動の当事者側として在上海四年制大学卒業見込み者であり、支援者側と
して在上海四年制大学の教職員及び上海市の教育委員会管轄機関の職員である。調査対象者のプロ
フィールを表2に示す。
聞き取りでは、大学卒業見込み者の4名（回答者A～D）に対して半構造型面接を各人約60分実施
した。彼らへの共通の質問事項は、大学での専攻を選択した理由、社会実践科目での経験、及び就
職活動プロセスである。一方活動支援者側の6名（回答者E～J）に対しては、学生への就職活動支
援の現状と課題について、各人（大学教員のE・F・Gは3名一緒）約60分の自由面接を実施した。
3. 2 調査結果
本稿の付表1が大学生からの、付表2が大学教職員及び行政職員からの回答内容を各々示している。
以下は、本稿の考察枠組み（図2）の（a）～（g）の項目ごとに回答を抜粋して例示し、整理したも
のである。
3. 2. 1 大学生の回答内容の整理
職業観
①高校の時に成績が良かった科目に基づいて、大学での専攻を選択した。
（例）
・高校時の理数系の成績が良かった。数学はクラスでトップだった。（回答者B）
・高校時、外国語に興味があり、英語の成績が良かった。（回答者C）
３．現地調査の結果
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在籍大学・専攻あるいは勤務先 職位*
A 上海大学・英語 －
B 上海大学・数学 －
C 復旦大学・日本語 －
D 復旦大学・日本語 －
E 復旦大学・日語日文科 教授
回答者
男
男
女
女
男
性別
F 復旦大学・日語日文科 副教授男
G 復旦大学・日語日文科 助教授男
H 華東師範大学就職指導センター 一般職員男
I 上海大学外国語学部学生課 一般職員男
J 上海市教育委員会管轄
大学卒業生就業指導センター
主管男
出所：本人からの聞き取りによる。（計10名）
注　：職位は名刺に記載された名称、または本人が説明した職能に基づく。
表2 調査対象者のプロフィール
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②将来の留学に備えるために、大学での専攻を選択した。
（例）
・海外留学する時便利な言葉が英語だと思った。（回答者A）
③大学での専攻を活かせる職業に就くことを希望している。
（例）
・英語を一つの武器として…（以下略）（回答者A）
・数学を応用して就職する。（回答者B）
・日本語を使う仕事をしたい。（回答者C）
・日本語を使い、日本と中国を関係づける仕事をしたい。（回答者D）
社会実践での経験
①一般事務の補助的な仕事と専攻科目を少し活かせる仕事を経験した。
（例）
・一般事務と簡単な英語翻訳。（回答者A）
・ニュースや記事の翻訳（日本語から中国語へ）と新聞の整理など。（回答者C）
・入力作業、資料整理、翻訳（中国語から日本語へ）。（回答者D）
②実用より純粋に学問的色彩が強い専攻の場合、大学内で実習した。
（例）
・社会実習でなく今までと少し違うテーマで教員たちと一緒に論文を作成。（回答者B）
③専攻科目を活かせる実習先を希望する。
（例）
・専攻した英語を使う機会が少なかった。英語で仕事ができる所を希望。（回答者A）
就職動機・就職先選択動機
①専攻科目を活用（応用）できる就職先を希望している｡
（例）
・英語を使える所を希望。（回答者A）
・数学を応用する分野で就職したい。（回答者B）
・仕事内容が自分の将来に役に立つこと（日本語でのコミュニケーションレベルを高められる
仕事）を希望。（回答者C）
②外資系企業を希望している。
（例）
・外資系企業を希望。（回答者A）
・合弁か独資企業。（回答者B）
・日系企業。（回答者D）
③適職がよくわからない。
（例）
・自分では適職が何かはよくわからない。事務系でも営業系でも良い。これまでの応募先は貿
易、航空、商社。（回答者C）
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就職活動で役に立つもの
①人材市場や人材招聘会
（例）
・大卒のための人材市場が何ヶ所かあり、企業がブースを出している。そこで直接話を聞くこ
とが確実。（回答者A）
・大学で開催される人材招聘会が役立った。（回答者B）
・人材市場は1回行ったが、外資系企業の出店が少なかったのであまり参考にならなかった。
（回答者C）
・日本人留学生向けの人材市場のような催しが役立った。（回答者D）
②大学名
（例）
・（復旦）大学名で有利と感じる。（回答者C）
就職希望先の現実に関する情報
①就職状況の厳しさに関する情報を得た。
（例）
・IT業界は不景気で採用枠が少ない。（回答者B）
・上海出身者を希望する企業が多い（特に銀行）。（回答者C）
②就職後の仕事の厳しさに関する情報を得た。
（例）
・ 新人は一番下の仕事をするであろう。（回答者A）
・外食産業の企業で、入社1年目は皿洗いや掃除をするが大丈夫かと聞かれた。（回答者D）
－活動支援の現状に対する学生側の認知
①教員・先輩・友人などの個人的人脈を通して、就職情報を入手した。
（例）
・面接について、想定される質問や望ましい行動についての指導を教員から受けた。
（回答者A）
・面接について教員からの指導はない。先輩の助言はある。（希望の収入額を平均より低めに
書いたのは先輩の助言による）（回答者B）
・面接について教員、先輩からの助言がある。（回答者C）
・面接について日本人の友人から「緊張しないように」という助言を受けた。（回答者D）
②インターネット・対策本・就職情報誌などのメディアを通して、就職情報を入手した。
（例）
・上海市教育委員会管轄部門発行の情報誌は3～4人に一冊くらいしか回ってこない。（回答者A）
・情報源は対策本、インターネット。（回答者B）
・情報源は新聞、インターネット、上海市教育委員会管轄部門発行の情報誌。（回答者C）
－活動支援に対する学生側の要望
社会実践科目の実習先に関する要望
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（例）
・社会実践での実習先を自分で見つけるのは難しい。見つけられなかった時、実習実績をごま
かすケースが増えたという事情があり、自分たちの1年下の学年からは大学がまとめて見つ
けてくれるようになった。（回答者A）
「就職準備期間」段階における課題への直面と対処
①自分自身の欲求と興味を開発し発見する（シャインによるキャリア発達段階のなかの「成長、
空想、探求」段階での課題項目1.）
（例）
・両親は日本に行くことに反対だが、彼氏が日本人ということもあって、自分はいずれ日本に
行きたい。（回答者D）
②自分自身の努力と才能を開発し発見する（シャインによるキャリア発達段階のなかの「成長、
空想、探求」段階での課題項目2.）
（例）
・第一専攻の英語を活かせる就職先を探す。第二専攻の工業商業管理の知識を強化する。それ
により英語で金融関係の業務を行えるようにしたい。（回答者A）
・IT関係の就職先で数学を活かす。（回答者B）
・専攻した日本語を活かせる就職先を探す。（回答者C）
・専攻した日本語を使って、日本と中国とを橋渡しするような仕事を探す。（回答者D）
③自分自身の価値・動機・抱負を開発し発見する（シャインによるキャリア発達段階のなかの
「成長、空想、探求」段階での課題項目3. ）
（例）
・就職後は留学準備を仕事と並行して進める。（回答者A）
・ひたすら探し続けてもだめだったら、修士課程に入る。（IT関係の就職と修士課程の）2つと
もだめだったら、数学とは無関係な仕事を探す。数学と無関係な仕事が嫌ならば、もう1年
かけて探す。（回答者B）
・自分のキャリアプランを考えたことはないが、一生仕事を続けたいとは思っている。（回答
者C）
3. 2. 2 大学教職員及び行政職員の回答内容の整理
－活動支援の現状に対する支援側の認知
①就職に関する情報提供を実施している。
（例）
・大学内の担当部署が求人情報を提供。（回答者E、F、G）
・求人情報を収集して学生に知らせる。知らせる方法としては、屋外の看板に掲示する、学部
事務所に伝える、ホームページ上で見られるようにする、がある。（回答者H）
・毎年11月から1月にかけて人材招聘会を主催する（独自開催と共同開催とがある）。独自開催
の場合、のべ200から300社が参加。（回答者H）
・上海市主催の人材交流会や大学主催の人材招聘会開催情報の伝達（回答者I）
・学部に入ってくる求人票の紹介（回答者I）
・毎年9月～10月に4年次生向けに、情報誌“Career Information”を発行している。（回答者J）
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・毎年11月に上海市全体としての人材交流会を開催している。（回答者J）
・ウェブサイト（www.firstJOB.com.cn）を運営し、そのサイトでは企業と学生の双方向のや
りとりが可能。（回答者J）
・センター内でコンピューターを使って自己分析することができる。（回答者J）
②ガイダンスを実施している。
（例）
・3年次の下半期の1ヶ月間、「就職指導科」という必修科目を開講する。学外から講師を呼び、
就職をめぐる状況を話してもらう。また学内で教員（道徳教育科目担当者）がテキストを使
って7つの項目を解説する。（回答者H）
・就職活動ノウハウの指導。（集合教育と個人別指導を併用している。（回答者I）
③手続きを支援している。（各種証明書の発行など）
（例）
・証明書発行。就職先が決定すると企業の印、学生本人の印、大学の印（卒業証明）を押印し
た契約書が作成される。（回答者E、F、G）
・就業に必要な各種証明書を発行する。（回答者J）
－活動支援に対する支援側の課題認識
①相談機能を充実させたい。
（例）
・従来の情報伝達や就職活動の手続き指導のほか、就職カウンセリングも行っているが、この
機能を始めて日が浅く、模索中である。（回答者H）
②企業―学生間のコーディネート機能を充実させたい。
（例）
・学生の希望状況をまとめて企業側に推薦する。企業の立場に立ってどういう人材を必要とし
ているか学生に指導する。（回答者I）
・社会実践科目の実習先を積極的に開拓していく。（回答者I）
前項で整理した回答内容に基づき、本項で在上海の四年制大学卒業見込み者の就職活動に関する
現状と課題を考察する。考察は、まず本稿の考察枠組み（図2）の項目（a）～（g）の各々に関し
て行い、次いで総括する。
4. 1 項目ごとの考察
職業観
今回調査した限りでは、将来就く職業を念頭に置いて大学の専攻を選択したというよりは、高校
時の成績が良好だった科目に基づく選択をしている。そして大学卒業見込み者として就職活動を経
験した現在の職業観としては、大学で専攻した科目を仕事に活かすことへの希望が強い。例えば語
学系専攻者のなかに、英語はあくまでも手段なのでその手段を用いて金融関係の仕事に就きたいと
思って活動している場合や、日本語を使って日本と中国を関係づける仕事（家具インテリア関連の
４．考察
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商品企画）をすることを決めた場合が見られた。また数学専攻者は数学が計算機工学のように実用
的というより純粋に学問的であることを認めつつも、数学そのものを仕事にする（教職や研究職）
のではなく、数学を手段としてITまたは金融関係の職業に就くことを希望している。
上述の職業観がどのように形成されたかを推察すると、就職活動ガイダンスや実際の就職活動で
の面接のやりとりをとおして、自己の「強み」を活かすことの重要性を認識したことが契機になっ
ているのではなかろうか。彼らは高校の頃から得意であり、大学での専攻として選択した科目の延
長線上に自己の「強み」を見出し、その「強み」を活かす仕事をしたいという希望を膨らませて、
自分の職業観を形成させていったと考えられる。
次に尾高による職業観の三つの分類に基づいて彼らの職業観を推察すると、第一のタイプ「自分
のための職業」（生活のための、儲けるための、立身出世のための手段としての仕事）に近似して
いるといえる。彼らにとって、大学での専攻科目を活かせる仕事に就くことが経済的自立の第一歩
であり、自己の強みを活かせれば出世する可能性も高いと考えているようである。また今回の調査
時点（就職活動中または内定取得段階）で、彼らの就職に対する気持ちのなかに、第三のタイプ
「職業そのもののための職業」のように「仕事に生きる」意識までは芽生えていないように感じら
れた。彼らの職業観が約三ヶ月前に始まった就職活動のなかで形成されたのであれば、それは無理
からぬことである。就職した後に職業観がどのように変化するか見る必要があるだろう。
さて馬（1997）において、外資系企業への入社動機として高い比率を示した「収入増加」に関連
して、回答者の大学生たちが就職活動で収入面の希望をどの程度考慮しているかを見る。彼らの話
では、収入額の希望を企業側から尋ねられたり、学生側から申し出たりすることは一般的によくあ
るということだった。ただし、学生が収入額の希望を本音で言うかどうかは、例えば回答者Bのよ
うに先輩からの助言によって低めに申請する場合もあり、一概には言えない。
社会実践での経験
社会実践科目の単位認定は実習によって行われ、実習期間は概ね二～三週間である。大学外で実
習する場合、実習先を自分の人脈（親、先輩、教員など）で見つけている。しかしながら実習先を
学生が見つけるのは特に文科系で困難な状況にあり、見つけられなかった場合にコネを使って実績
を捏造する者が現れているということである。また実習内容としては、一般事務の補助（雑用）と
専攻科目を少し活かせる程度の業務（例えば翻訳）を経験したが、もっと専攻科目を活かせること
を希望している。彼らが社会実践に臨んだ時、実社会で自分の専攻を活かせる程度の少なさを感じ
たようであり、この科目の有効性を高く評価しているとは思えない回答だった。
安田（1999）が指摘しているように、日本ではインターンシップ制度が充分機能しているとはい
えず、就職活動前の大学生が実社会で仕事を経験するのは主としてサービス産業のアルバイト職で
ある。オフィスワークの職種は相対的に少なく、アルバイト職での経験の幅は限定されがちである。
一方中国では、多くの大学で社会実践科目が必修である。今回の調査からは、実習先で専攻科目
の知識を活用する場面が少なく、学生があまり満足しなかったケースが見受けられることが示され
た。したがっていわゆるインターンシップ制の「形」はできあがっていても実習内容に問題が存す
ると考えられ、次の二点での改善が必要である。第一に、実習内容を専攻科目の知識を活用できる
部分が多くなるように、大学側が実習受け入れ側と折衝することであり、第二に学生が実習先を見
つけることを大学側が積極的にサポートすることである。日本と異なり制度としては定着している
社会実践を形だけのものとせず、大学側が学生と実習先との間をコーディネートする機能を高める
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ことが長い目で見て就職活動支援になるのでなかろうか。この点は、後述の項目－「活動支援
に対する支援側の課題認識」で再度採りあげて検討する。
就職動機・就職先選択動機
項目「職業観」とのつながりが見受けられ、専攻科目を活用（応用）したいという気持ちで就
職を希望し、応募先を選択しているようである。例えば回答者AとD（外国語専攻）の場合、その
言語との関連から外資系企業を希望している。また回答者B（数学専攻）の場合の条件は、ITか金
融関係で、在上海、将来性あり、合弁か独資企業というものである。彼は活動を三ヶ月あまり行っ
た結果では内定未取得であり、今後も「ひたすら探す」と言っていた。内定が得られなかった場合
の対処については、数学に無関係な仕事でも良いと言いながらも、就職浪人という選択肢も考えて
いるようだった。したがって、専攻科目が活かせる仕事に就くことに対しての希望は概ね高いと考
えられる。
一方、回答者C（日本語専攻）は「自分では適職が何かはよくわからない」といい、応募企業も
日系であることは共通しているものの、業種が貿易、航空、商社と多方面にわたるケースである。
彼女は職種希望も営業系、非営業系どちらでも良く、強いて言えば日本語でのコミュニケーション
レベルを高められる仕事という条件を出しているのみである。彼女が上海で一流といわれる大学に
在籍していることを併せて考えると、大学入学までは受験勉強で忙しく、高校時の成績が良かった
外国語という関係から専攻を選択した時点で将来の職業についての計画は持ち合わせていなかった
ことが推察される。上海におけるホワイトカラー職への就職は厳しさを増している状況にあり、将
来の職業までを視野に入れたうえで大学の専攻を考慮するような教育的支援の必要性が高まると考
えられる。
なお、今回ひとりを除いて残りの回答者が就職活動中だったため、就職動機や就職先選択動機が
活動前後で変化するかどうか、充分な情報を得るには至らなかったことを付記する。
就職活動で役に立つもの
回答では、人材市場や人材招聘会といった「合同企業説明会」に参加し、そこで企業側から直接
話を聞くことが役に立つという評価が見られた。一方、外資系企業を希望する者は参加企業に外資
系が少ないため、あまり参考にならないという意見があった。ただし後者の場合でも参加したから
わかったことであり、説明会に行くという対面コミュニケーション行為自体から得られるものは少
なくないようである。また、大学名自体に「ブランド」価値がある場合、大学名で有利と感じるこ
とが話され、この点は日本の状況と近似している。
なお、今回ひとりを除いて残りの回答者が就職活動中だったため、就職活動で役に立つものが活
動前後で変化するかどうか、充分な情報を得るには至らなかったことを付記する。
就職希望先の現実に関する情報
この種の情報は二種類に大別され、第一に就職状況の厳しさに関する情報、第二に就職後の仕事
の厳しさに関する情報である。前者の例は、上海出身でない者が合同企業説明会に参加して上海出
身者限定の求人が多いことを知ってあまり気持ち良くなかったというものである。例えば銀行を始
めとする金融業界では信用保証の点で、家族が上海在住である（戸籍がある）ことを条件とする場
合が多いという。本人はこのことが都市への人材集中を防止する地方保護主義によるものだと頭で
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理解していても心情としては納得いかない様子だった。この戸籍に関する論議は政治と関連するた
め、これ以上の考察は本稿の主旨とそれるが、中国で就職活動と戸籍の問題が密接な関連があるこ
とを改めて認識しなければならない。
一方後者の例は、外食産業に属する企業の面接で新入社員が掃除や皿洗いをすることについて大
丈夫かと尋ねられたことである。この質問は先行研究のワナウスのRJP概念に通じるものである。
尋ねられた学生は商品企画の仕事を希望していたため、結局その種の仕事にすぐ就ける企業に進路
決定した。したがってこの種の質問が入社後のリアリティ・ショックを緩和するかどうかは不明で
あるが、企業側がとかく良いことばかりを説明しがちな採用活動で現実を語ること自体は望ましい
と考える。
－活動支援の現状に対する学生側の認知
回答から、面接について教員、先輩及び友人などから指導されていることが伺える。ただし、同
じ大学でも異なる専攻の学生からは教員からの指導はなかったという回答があり、教員間で指導状
況に差が見られるようである。また上海市教育委員会管轄の大学卒業生就業指導センター職員が就
職活動支援の有効な手段のひとつとして挙げた同センター発行の情報誌 Career Information（発
行部数4万部）に関して、学生の回答によればひとり1冊ゆきわたらなかった場合があり、必ずしも
広く浸透しているわけではないことを伺わせる。
その他の情報源として、新聞、インターネット、就職対策本などが挙げられ、この種のメディア
から、例えば面接時の服装の注意点を入手していることがわかった。
－活動支援に対する学生側の要望
必修科目の「社会実践」に関する要望が聞かれた。その要望は、大学が実習先を探す支援をして
ほしいということである。実習先を見つけることが困難であり、見つけられなかった場合の実績捏
造については項目（b）で触れたとおりである。したがって「社会実践」の意義を形骸化しないた
めには、大学側も実習先を開拓する必要性が高いといえる。実際にはこの学生の1年下の学年から
大学が支援してくれるようになったということであり、状況の改善に向けた着手が見られる。
－活動支援の現状に対する支援側の認知
大学内の就職活動支援部門における現状としては、大きく三種類に分けられる。第一に求人情報
の提供、第二に人材招聘会の開催や開催情報の提供、第三に就職に関する集合教育の開催及び個人
別指導の実施、である。
上記のうち集合教育の開催では、3年次下半期の1ヶ月間「就職指導科」という必修科目を設定し、
科目内容に応じて学内外の講師が指導するカリキュラムを実施しているケース（国立の華東師範大
学）が見られた。私立の上海大学の場合も集合教育を実施し、必修科目ではないがほぼ100％の出
席率とのことである。したがって支援体制として、定期的なものについての充実度合いは高いと考
えられる。
しかしながら、学生の回答から「就職活動に役立つもの」として大学の就職活動支援部門が挙げ
られることがなく、今回限られたサンプル数とはいえ就職支援・指導における大学内の部門の影響
力や浸透力の点で課題がある現状を伺わせた。前述したように安田（1999）による調査結果におい
て、活動前後で就職部に対する評価が低下した一方、情報誌やインターネットなどのメディアに対
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する評価が上昇したという結果が出ており、日本と中国で社会環境の相異があるにしても、特定の
受け手向け情報源よりも不特定の受け手向け情報源のほうに価値を見出す傾向に共通性が見られ
た。近年若年層のなかに見知らぬ者どうしのほうがかえって何でも話せるというように匿名性を好
む傾向が見られるが、就職活動支援においても同様の志向があるのだろうか。一方では項目－
に見られるように、大学の就職支援部門職員が活動支援の課題として相談機能の充実を挙げており、
学生側のニーズと支援側の問題意識との間に差異があるのではないかという懸念を持つ。
さて行政機関の就職指導管轄部門（上海市大学卒業生就業指導センター）における活動支援の現
状としては、大きく二種類に分けられる。第一に就職政策の運用面でのリーダーシップ、第二に就
業に必要な各種証明書の発行業務、である。同センターはウェブサイト（http://www.first
JOB.com.cn）を運営し、そのサイトでは学生と企業間の双方向のやりとりが行われている。例えば
サイト上で学生は企業に対して自己推薦をし、企業側はその評価結果を知らせている。就職活動に
おいてインターネットが情報検索手段だけに終わらず、学生と企業の接点となって機能している取
り組みは興味深い。
－活動支援に対する支援側の課題認識
大学内の就職支援部門職員の回答では、従来の情報伝達に加えて「相談機能の充実」や「学生―
企業間のコーディネート機能の充実」が指摘された。前者の「相談機能の充実」に関しては前項
－で述べたように、学生の気持ちのなかに「知らない人のほうが相談しやすい」という匿名性
志向があるならば、支援部門側の課題意識としてある「相談機能の充実」が学生側のニーズとして
どの程度高いのか、学内で確認する必要があるだろう。就職支援部門に何でも相談しなさいという
ことでなく、学生が自分の相談内容に応じて相談先をスムーズに判断できるような「相談先の棲み
分け」が重要になると考えられる。
後者の「学生―企業間のコーディネート機能の充実」に関しては、項目の「社会実践での経験」
で触れたように、大学側が実習先を積極的に開拓することが社会実践科目の有効性を高め、学生の
職業意識を在学中の早期に醸成するうえで重要である。また実習先や実習内容がRJP概念の観点か
らよく吟味されたものになるならば、企業側にとっても就職後の「こんなはずでなかった」という
ミスマッチによる早期退職を防止するうえでメリットがあるだろう。
「就職準備期間」段階における課題への直面と対処
大学生の回答内容には、シャインによるキャリア発達段階のなかの「成長、空想、探求」段階で
の課題項目1～3に相当する課題への直面と対処が見られた。以下に二者の例を挙げる。
［回答者Dの場合］（内定取得済み）
・「両親が日本に行くことに反対だが、彼氏が日本人ということもあって自分はいずれ日本に行き
たい」…「自分自身の欲求と興味を開発し発見」（課題項目1.）
・「専攻した日本語を使って日本と中国とを橋渡しするような仕事を探したい」と希望し、実際日
系企業から内定を取得…「自分自身の努力と才能を開発し発見」（課題項目2．）
・「自分のキャリアプランを考えたことはないが、一生仕事を続けたい」…「自分自身の価値・動
機・抱負を開発し発見」（課題項目3．）
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［回答者Bの場合］（内定未取得）
・「IT関係の就職先で数学を活かす」…「自分自身の欲求と興味を開発し発見」（課題項目1.）
・活動過程でなかなか内定を取得できない現状を認識して、「ひたすら探し続けてもだめだったら
修士課程に入る。（IT関係への就職と修士課程の）二つともだめだったら、数学とは無関係な仕
事を探す。しかし数学と無関係な仕事が嫌ならば、もう一年かけて探す」という複数の代替案を
考える…「自分自身の価値・動機・抱負を開発し発見」（課題項目3．）
二者の例からは、生涯キャリア発達途上における「就職準備段階」の複数の課題に対して本人な
りに真摯に対処している様子が伺える。課題への対処は、内定取得の有無にかかわらず見られるよ
うであり、就職活動を内定取得で終了すると捉えるよりも、生涯キャリア発達途上のひとつの段階
として長期的に捉えるほうが、進路選択の多様性が広がる。すなわち、内定を取得できない失敗者
として見るのではなく、学生本人が挙げている代替案の多様性を許容し、それに対して支援してい
くことが個々人に合ったキャリア形成につながっていくと考える。
4. 2 総括
4. 1項で行った本稿の考察枠組みにおける項目別の論議を総括すると、就職活動を生涯キャリア
発達の観点から「就職準備期間…キャリア・エントリーに向けた段階」として捉え直すことの意義
が挙げられる。すなわちキャリア形成は組織への入職後突然始まるのではなく、その前段階として
親を始めとする周囲の人の職業観、大学在学中の社会実践や就職活動での経験など、キャリア・エ
ントリーに向けたさまざまな過程を経て形成されていくことを認識することである。
従来、就職活動は内定取得を持って終了するという見方や、キャリア形成は具体的な組織への入
職後に始まるという見方が採られてきた。この見方は誤りではないが、「就職前と後をつなぐ」視
点が欠如していたと考えられる。この「つなぐ」視点を持つために、シャインが提起している「生
涯キャリア発達」の観点から就職活動をキャリア・エントリーに向けた「就職準備段階」として捉
え直すことが重要であろう。そして長期的キャリア形成の出発点が就職活動を含む「就職準備段階」
であると捉えることは、ワナウスによる組織と個人のマッチング（図1）の考え方に通じるもので
ある。それは長期的キャリア形成とは、個人の「職務を通して得たいこと」と組織の「風土」を合
致させる過程として捉えられるからである。
また生涯という長期的視野で、組織と個人双方の目標共有をめざすことは、転職率が高いといわ
れる中国社会のホワイトカラー層のキャリア形成において一層意義深い。たとえ一つ一つの組織で
の在籍期間が短くとも、一貫したキャリア形成の方針を組織と個人の双方が尊重し共有するならば、
組織と個人の目標達成は反目することなく融合される可能性があるからである。労働の流動性を肯
定的に受け止めて、動態的なキャリア形成を促進することがシャインのいうところの「キャリア・
ダイナミクス」の実践的含意であると考えられる。
以上、本稿では在上海の四年制大学生の就職活動に関して、生涯キャリア発達の観点から考察し
た。今後の検討で必要なこととしては、第一に大学生の就職後のキャリア形成を経時的に観察する
こと、第二に聞き取りのサンプルを拡張することによって、一般化に向けた検討に近づけていくこ
と、が挙げられる。
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（1）財団法人　横浜産業振興公社編（2001）のp.49を参照。
（2）関（1997）のp.65及び関（2000）のpp.65‐73を参照。後者の文献で、関は上海が「国際経済中心都市」としての
歩みを始めていることを指摘している。具体的戦略目標のなかには、「国際慣例に合わせた市場経済メカニズム
を形成し、国内外の資本・物流・技術・人材・情報の流れを受け止め、連携させる現代的大市場体系を樹立する。」
が挙げられている。
（3）財団法人 横浜産業振興公社編（2001）のp.49を参照。
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回
答
者
B
上
海
大
学
４
年
生
男
子
数
学
専
攻
回
答
者
C
復
旦
大
学
４
年
生
女
子
日
本
語
専
攻
回
答
者
D
復
旦
大
学
４
年
生
女
子
日
本
語
専
攻
回
答
者
A
上
海
大
学
４
年
生
男
子
英
語
専
攻
項
目
の
説
明
項
目
*
・
活
動
中
・
内
定
無
し
・
活
動
中
・
内
定
１
社
（
日
系
企
業
・
航
空
）
・
活
動
終
了
・
内
定
３
社
（
３
社
と
も
日
系
企
業
、
機
械
製
造
・
家
具
イ
ン
テ
リ
ア
・
外
食
の
な
か
か
ら
家
具
イ
ン
テ
リ
ア
に
進
路
決
定
）
・
活
動
中
・
内
定
１
社
（
国
有
企
業
・
金
融
）
・
活
動
中
/活
動
終
了
・
内
定
有
/無
就 職 活 動 状 況
（ 調 査 時 点 ）
＜
専
攻
選
択
理
由
＞
高
校
時
の
理
数
系
の
成
績
が
良
か
っ
た
。
特
に
数
学
は
ク
ラ
ス
で
ト
ッ
プ
だ
っ
た
。
＜
職
業
の
位
置
づ
け
＞
数
学
を
応
用
し
て
就
職
す
る
。
＜
専
攻
選
択
理
由
＞
高
校
時
、
外
国
語
に
興
味
が
あ
り
、
英
語
の
成
績
が
良
か
っ
た
。
大
学
で
も
う
ひ
と
つ
の
外
国
語
を
学
び
た
か
っ
た
。
＜
職
業
の
位
置
づ
け
＞
日
本
語
を
使
う
仕
事
を
し
た
い
。
＜
専
攻
選
択
理
由
＞
不
詳
＜
職
業
の
位
置
づ
け
＞
日
本
語
を
使
い
、
日
本
と
中
国
と
を
関
係
づ
け
る
仕
事
を
し
た
い
。
＜
専
攻
選
択
理
由
＞
海
外
留
学
す
る
時
、
便
利
な
言
葉
が
英
語
だ
と
思
っ
た
。
大
学
で
長
い
時
間
学
習
し
て
身
に
つ
け
た
い
と
思
っ
た
。
＜
職
業
の
位
置
づ
け
＞
英
語
を
一
つ
の
武
器
と
し
て
、
例
え
ば
金
融
関
係
の
知
識
を
身
に
つ
け
た
い
。
職
業
観
（
a）
＜
時
期
＞
１
～
３
年
次
の
下
半
期
、
各
２
週
間
実
施
。
＜
実
習
先
＞
在
籍
す
る
大
学
＜
内
容
＞
計
算
機
学
部
と
異
な
り
、
数
学
学
部
で
は
実
用
性
と
い
う
よ
り
純
粋
に
学
問
で
あ
る
た
め
、
社
会
実
習
で
な
く
今
ま
で
と
少
し
違
う
テ
ー
マ
で
教
員
た
ち
と
一
緒
に
論
文
を
作
成
。
＜
時
期
＞
３
年
次
の
夏
休
み
に
１
週
間
ず
つ
２
回
実
施
。
＜
実
習
先
＞
先
輩
の
紹
介
で
N
H
K
上
海
支
局 ＜
内
容
＞
ニ
ュ
ー
ス
や
記
事
の
翻
訳
（
日
本
語
か
ら
中
国
語
へ
）、
新
聞
の
整
理
な
ど
＜
感
想
＞
メ
デ
ィ
ア
で
仕
事
を
す
る
の
は
始
め
て
だ
っ
た
か
ら
楽
し
か
っ
た
。
指
導
し
て
く
れ
る
人
が
付
き
、
い
ろ
い
ろ
教
え
て
く
れ
た
。
＜
時
期
＞
３
年
次
の
夏
休
み
に
２
週
間
実
施
。
＜
実
習
先
＞
教
員
の
紹
介
で
日
系
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
会
社
（
総
経
理
は
中
国
人
）
＜
内
容
＞
入
力
作
業
、
資
料
整
理
、
翻
訳
（
中
国
語
か
ら
日
本
語
へ
）
＜
感
想
＞
不
詳
＜
時
期
＞
１
～
３
年
次
の
下
半
期
、
各
３
週
間
実
施
。
＜
実
習
先
＞
自
分
で
見
つ
け
た
。
父
親
の
関
係
の
電
子
関
係
企
業
＜
内
容
＞
一
般
事
務
と
簡
単
な
英
語
翻
訳
。
＜
感
想
＞
専
攻
し
た
英
語
を
使
う
機
会
が
少
な
か
っ
た
。
英
語
で
仕
事
が
で
き
る
所
を
希
望
。
社
会
実
践
で
の
経
験
（
b）
付
表
１
.
四
年
制
大
学
生
の
回
答
抜
粋
田：在上海四年制大学生の就職活動プロセス70
回
答
者
B
上
海
大
学
４
年
生
男
子
数
学
専
攻
回
答
者
C
復
旦
大
学
４
年
生
女
子
日
本
語
専
攻
回
答
者
D
復
旦
大
学
４
年
生
女
子
日
本
語
専
攻
回
答
者
A
上
海
大
学
４
年
生
男
子
英
語
専
攻
項
目
の
説
明
項
目
*
・
数
学
だ
と
学
校
の
先
生
に
な
る
か
、
も
っ
と
研
究
す
る
か
し
か
な
い
。
数
学
を
応
用
す
る
分
野
で
就
職
し
た
い
。
・
上
海
に
あ
る
企
業
・
将
来
性
が
あ
る
企
業
・
合
弁
か
独
資
企
業
・
IT
関
係
と
金
融
関
係
・
自
分
で
は
適
職
が
何
か
は
よ
く
わ
か
ら
な
い
。
事
務
系
で
も
営
業
系
で
も
良
い
。
こ
れ
ま
で
の
応
募
先
は
貿
易
、
航
空
、
商
社
。
・
仕
事
内
容
が
自
分
の
将
来
に
役
に
立
つ
こ
と
（
日
本
語
で
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
レ
ベ
ル
を
高
め
ら
れ
る
仕
事
）
を
希
望
。
・
日
系
企
業
・
商
品
開
発
の
仕
事
を
希
望
。
・
い
ず
れ
は
日
本
に
行
き
た
い
。
・
入
社
時
は
同
じ
レ
ベ
ル
で
も
、
入
社
後
は
能
力
主
義
の
ほ
う
が
い
い
。
・
英
語
を
使
え
る
所
（
外
資
系
企
業
）
を
希
望
。
・
新
入
社
員
は
一
番
下
の
仕
事
を
さ
せ
ら
れ
る
だ
ろ
う
か
ら
英
語
を
使
う
仕
事
を
始
め
か
ら
分
担
で
き
る
こ
と
は
期
待
し
て
い
な
い
。
就
職
動
機
・
就
職
先
選
択
動
機
（
活
動
前
c 1
→
後
c 2
で
の
変
化
）
（
c 1
）
（
c 2
）
大
学
で
開
催
さ
れ
る
人
材
招
聘
会
・
大
学
名
で
有
利
と
感
じ
る
。
・
人
材
市
場
は
１
回
行
っ
た
が
、
外
資
系
企
業
の
出
店
が
少
な
か
っ
た
の
で
あ
ま
り
参
考
に
な
ら
な
か
っ
た
。
日
本
人
留
学
生
向
け
の
人
材
市
場
の
よ
う
な
催
し
大
卒
の
た
め
の
人
材
市
場
が
何
ヶ
所
か
あ
り
、
企
業
が
ブ
ー
ス
を
出
し
て
い
る
。
そ
こ
で
直
接
話
を
聞
く
こ
と
が
確
実
。
就
職
活
動
で
役
に
立
つ
も
の
（
活
動
前
d 1
→
後
d 2
で
の
変
化
）
（
d 1
）
（
d 2
）
IT
業
界
は
不
景
気
で
採
用
枠
が
少
な
い
。
上
海
出
身
者
を
希
望
す
る
企
業
が
多
い
（
特
に
銀
行
）。
自
分
は
上
海
出
身
で
な
い
か
ら
あ
ま
り
気
持
ち
良
く
な
か
っ
た
。
外
食
産
業
の
企
業
で
、
入
社
１
年
目
は
皿
洗
い
や
掃
除
を
す
る
が
大
丈
夫
か
と
聞
か
れ
た
。
新
人
は
一
番
下
の
仕
事
を
す
る
で
あ
ろ
う
。
就
職
希
望
先
の
現
実
に
関
す
る
情
報
（
e）
・
面
接
に
つ
い
て
教
員
か
ら
の
指
導
は
な
い
。
先
輩
の
助
言
は
あ
る
。（
希
望
の
収
入
額
を
平
均
よ
り
低
め
に
書
い
た
の
は
先
輩
の
助
言
に
よ
る
）
・
そ
の
他
の
情
報
源
は
対
策
本
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
。
・
面
接
に
つ
い
て
教
員
、
先
輩
か
ら
の
助
言
が
あ
る
。
・
そ
の
他
の
情
報
源
は
新
聞
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
、
上
海
市
教
育
委
員
会
管
轄
部
門
発
行
の
情
報
誌
。
面
接
に
つ
い
て
日
本
人
の
友
人
か
ら
「
緊
張
し
な
い
よ
う
に
」
と
い
う
助
言
を
受
け
た
。
・
面
接
に
つ
い
て
、
想
定
さ
れ
る
質
問
や
望
ま
し
い
行
動
に
つ
い
て
の
指
導
を
教
員
か
ら
受
け
た
。
・
筆
記
試
験
に
つ
い
て
は
な
し
。
・
上
海
市
教
育
委
員
会
管
轄
部
門
発
行
の
情
報
誌
は
３
～
４
人
に
一
冊
く
ら
い
し
か
回
っ
て
こ
な
い
。
活
動
支
援
の
現
状
に
対
す
る
学
生
側
の
認
知
（
f）
-（
1）
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回
答
者
B
上
海
大
学
４
年
生
男
子
数
学
専
攻
回
答
者
C
復
旦
大
学
４
年
生
女
子
日
本
語
専
攻
回
答
者
D
復
旦
大
学
４
年
生
女
子
日
本
語
専
攻
回
答
者
A
上
海
大
学
４
年
生
男
子
英
語
専
攻
項
目
の
説
明
項
目
*
（
要
望
の
明
言
は
な
し
）
（
要
望
の
明
言
は
な
し
）
（
要
望
の
明
言
は
な
し
）
･社
会
実
践
で
の
実
習
先
を
自
分
で
見
つ
け
る
の
は
難
し
い
。
見
つ
け
ら
れ
な
か
っ
た
時
、
実
習
実
績
を
ご
ま
か
す
ケ
ー
ス
が
増
え
た
と
い
う
事
情
が
あ
り
、
自
分
た
ち
の
１
年
下
の
学
年
か
ら
は
大
学
が
ま
と
め
て
見
つ
け
て
く
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
活
動
支
援
に
対
す
る
学
生
側
の
要
望
（
f）
-（
2）
・
IT
関
係
の
就
職
先
で
数
学
を
活
か
す
。
ひ
た
す
ら
探
し
続
け
て
も
だ
め
だ
っ
た
ら
、
修
士
課
程
に
入
る
。
・
上
記
２
つ
と
も
だ
め
だ
っ
た
ら
、
数
学
と
は
無
関
係
な
仕
事
を
探
す
。
・
数
学
と
無
関
係
な
仕
事
が
嫌
な
ら
ば
、
も
う
１
年
か
け
て
探
す
。
・
専
攻
し
た
日
本
語
を
活
か
せ
る
就
職
先
を
探
す
。
・
自
分
の
キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
を
考
え
た
こ
と
は
な
い
が
、
一
生
仕
事
を
続
け
た
い
と
は
思
っ
て
い
る
。
・
専
攻
し
た
日
本
語
を
使
っ
て
、
日
本
と
中
国
と
を
橋
渡
し
す
る
よ
う
な
仕
事
を
探
す
。
・
両
親
は
日
本
に
行
く
こ
と
に
反
対
だ
が
、
彼
氏
が
日
本
人
と
い
う
こ
と
も
あ
っ
て
、
自
分
は
い
ず
れ
日
本
に
行
き
た
い
。
・
10
年
後
の
イ
メ
ー
ジ
は
わ
か
な
い
。
・
第
一
専
攻
の
英
語
を
活
か
せ
る
就
職
先
を
探
す
。
第
二
専
攻
の
工
業
商
業
管
理
の
知
識
を
強
化
す
る
。
そ
れ
に
よ
り
英
語
で
金
融
関
係
の
業
務
を
行
え
る
よ
う
に
し
た
い
。
・
就
職
後
は
留
学
準
備
を
仕
事
と
並
行
し
て
進
め
る
。
「
就
職
準
備
期
間
」
段
階
に
お
け
る
課
題
へ
の
直
面
と
対
処
（
g）
出
所
：
本
人
か
ら
の
回
答
に
基
づ
く
。（
計
４
名
）
注
　
：
表
中
の
項
目（
a）
～（
g）
は
、
本
文
中
の
図
２
の
項
目
と
対
応
す
る
。
調
査
期
間
：
20
02
年
2月
19
日
～
同
年
3月
1日
田：在上海四年制大学生の就職活動プロセス72
回
答
者
H
華
東
師
範
大
学
学
生
就
職
指
導
セ
ン
タ
ー
職
員
回
答
者
I
上
海
大
学
外
国
語
学
部
日
本
語
学
科
学
生
部
職
員
回
答
者
J
上
海
市
教
育
委
員
会
管
轄
大
学
卒
業
生
就
業
指
導
セ
ン
タ
ー
職
員
（
主
管
）
回
答
者
E
、
F
、
G
復
旦
大
学
日
語
日
文
科
教
員
3名
（
教
授
・
副
教
授
・
助
教
授
各
１
名
）
項
目
の
説
明
項
目
*
＜
セ
ン
タ
ー
の
就
職
支
援
＞
・
支
援
の
主
要
項
目
は
次
の
３
つ
。
①
求
人
情
報
を
収
集
し
て
学
生
に
知
ら
せ
る
。
知
ら
せ
る
方
法
と
し
て
は
、
屋
外
の
看
板
に
掲
示
す
る
、
学
部
事
務
所
に
伝
え
る
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
見
ら
れ
る
よ
う
に
す
る
、
が
あ
る
。
②
毎
年
11
月
か
ら
１
月
に
か
け
て
人
材
招
聘
会
を
主
催
す
る
（
独
自
開
催
と
共
同
開
催
と
が
あ
る
）。
独
自
開
催
の
場
合
、
の
べ
20
0か
ら
30
0社
が
参
加
。
③
３
年
次
の
下
半
期
の
1ヶ
月
間
、「
就
職
指
導
科
」
と
い
う
必
修
科
目
を
開
講
す
る
。
学
外
か
ら
講
師
を
呼
び
、
就
職
を
め
ぐ
る
状
況
を
話
し
て
も
ら
う
。
ま
た
学
内
で
教
員
（
道
徳
教
育
科
目
担
当
者
）
が
テ
キ
ス
ト
を
使
っ
て
以
下
の
７
つ
の
項
目
を
解
説
す
る
。（
1．
国
の
就
職
政
策
、
2．
情
報
収
集
の
ル
ー
ル
と
注
意
点
、
3．
性
格
検
査
に
つ
い
て
、
4
．
社
会
状
況
の
現
状
と
予
測
、
5．
就
職
活
動
プ
ロ
セ
ス
、
6．
労
働
法
と
契
約
、
7．
履
歴
＜
部
の
就
職
支
援
＞
・
上
海
大
学
全
学
と
し
て
は
「
就
職
支
援
セ
ン
タ
ー
」
が
あ
り
、
そ
こ
で
の
方
針
に
基
づ
い
て
学
科
所
属
の
学
生
を
対
象
に
就
職
支
援
を
実
施
し
て
い
る
。
・
支
援
の
主
要
項
目
は
次
の
３
つ
。
①
上
海
市
や
大
学
主
催
の
人
材
招
聘
会
開
催
情
報
の
伝
達
。
②
学
部
に
入
っ
て
く
る
求
人
票
の
紹
介
。（
昔
か
ら
付
き
合
い
の
あ
る
と
こ
ろ
か
ら
は
直
接
求
人
票
が
来
る
。
求
人
は
日
系
企
業
が
多
く
、
そ
の
比
率
は
合
弁
と
独
資
半
々
）
③
就
職
活
動
ノ
ウ
ハ
ウ
の
指
導
。（
集
合
教
育
と
個
人
別
指
導
を
併
用
し
て
い
る
。
集
合
教
育
は
必
修
で
は
な
い
が
ほ
ぼ
10
0％
出
席
。
面
接
の
時
カ
ジ
ュ
ア
ル
な
服
装
で
失
敗
し
た
例
な
ど
を
ま
と
め
て
掲
示
も
す
る
。
＜
就
職
内
定
率
＞
・
日
本
語
学
科
学
生
の
内
定
率
は
7
月
時
点
で
8
0
～
9
0
％
、
全
学
で
は
60
～
70
％
く
ら
い
で
日
本
語
学
科
は
他
学
科
よ
＜
セ
ン
タ
ー
の
機
能
＞
・
上
海
市
教
育
委
員
会
の
管
理
機
構
の
ひ
と
つ
。
19
93
年
設
立
。
機
能
は
次
の
２
つ
。
①
教
育
委
員
会
の
就
職
政
策
が
運
用
さ
れ
る
よ
う
に
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
取
る
。（
在
上
海
の
大
学
と
密
接
な
連
携
を
取
っ
て
、
卒
業
生
の
就
職
実
績
を
把
握
す
る
。
企
業
の
求
人
情
報
を
収
集
し
将
来
ト
レ
ン
ド
を
予
測
す
る
。）
②
就
業
に
必
要
な
各
種
証
明
書
を
発
行
す
る
。（
失
業
・
社
会
保
健
関
係
の
保
障
や
地
方
出
身
者
が
上
海
で
就
職
し
た
場
合
の
仮
戸
籍
な
ど
）
＜
セ
ン
タ
ー
の
就
職
支
援
＞
・
毎
年
9月
～
10
月
に
4年
次
生
向
け
に
、
情
報
誌
“
C
ar
ee
r
In
fo
rm
at
io
n”
を
発
行
し
て
い
る
。
部
数
は
約
4万
部
で
、
内
容
は
企
業
の
求
人
情
報
、
就
職
活
動
方
法
の
ガ
イ
ダ
ン
ス
（
履
歴
書
の
書
き
方
な
ど
）。
創
刊
時
は
日
本
の
リ
ク
ル
ー
ト
社
か
ら
の
働
き
か
け
が
あ
り
、
現
在
は
独
自
に
編
集
し
て
い
る
。
・
毎
年
11
月
に
上
海
市
全
体
と
し
て
の
人
材
交
流
会
を
開
催
＜
社
会
実
践
の
支
援
＞
・
3年
次
に
2週
間
必
修
で
、
2
単
位
認
定
。
実
習
先
は
原
則
的
に
自
分
で
見
つ
け
る
が
、
大
学
の
学
生
課
が
紹
介
状
を
書
く
場
合
も
あ
る
。
実
習
先
は
日
系
企
業
や
国
際
交
流
機
関
が
多
い
。
学
生
は
実
習
後
に
実
習
先
か
ら
評
定
書
を
受
領
し
学
生
課
に
提
出
す
る
。
こ
の
評
定
書
に
よ
り
単
位
を
認
定
す
る
。
＜
大
学
に
よ
る
就
職
支
援
＞
・
大
学
の
窓
口
は
「
就
職
指
導
弁
公
室
」。
そ
の
機
能
は
次
の
３
つ
。
①
求
人
情
報
を
提
供
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
に
よ
る
検
索
可
）。
②
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
と
ト
ラ
ブ
ル
処
理
。
③
証
明
書
発
行
。
就
職
先
が
決
定
す
る
と
企
業
の
印
、
学
生
本
人
の
印
、
大
学
の
印
（
卒
業
証
明
）
を
押
印
し
た
契
約
書
が
作
成
さ
れ
る
。
・
教
員
に
よ
る
指
導
は
個
人
差
が
あ
る
。
活
動
支
援
の
現
状
に
対
す
る
支
援
側
の
認
知
（
f）
-（
3）
付
表
２
.
就
職
活
動
支
援
側
の
回
答
抜
粋
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書
の
書
き
方
と
面
接
の
受
け
方
）
テ
キ
ス
ト
は
上
海
教
育
委
員
会
作
成
の
も
の
と
大
学
独
自
の
も
の
を
併
用
す
る
。
学
生
は
テ
キ
ス
ト
代
を
負
担
す
る
。
ま
た
教
育
委
員
会
発
行
の
情
報
誌
を
学
生
に
配
布
す
る
。
＜
就
職
内
定
率
＞
・
20
01
年
7月
卒
業
生
の
内
定
率
90
％
で
、
他
大
学
よ
り
良
い
。
り
良
い
。
英
語
学
科
は
米
国
系
企
業
の
テ
ロ
の
影
響
を
受
け
て
厳
し
い
し
、
IT
不
況
の
影
響
を
受
け
る
学
科
の
内
定
率
も
下
降
傾
向
で
あ
る
。
た
だ
し
、
本
学
の
学
生
は
上
海
出
身
者
が
ほ
と
ん
ど
な
の
で
戸
籍
の
問
題
が
な
い
こ
と
が
強
み
で
あ
る
。
し
て
い
る
。
在
上
海
企
業
が
出
展
し
、
対
象
は
全
国
の
大
学
生
。
20
01
年
に
は
60
0社
が
出
展
し
、
来
場
者
は
５
～
６
万
人
。
・
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
（
w
w
w
.fi
rs
tJ
O
B
.c
om
.c
n
）
を
運
営
し
、
そ
の
サ
イ
ト
で
は
企
業
と
学
生
の
双
方
向
の
や
り
と
り
が
可
能
。（
企
業
に
自
己
推
薦
す
る
学
生
も
い
る
）
・
セ
ン
タ
ー
内
で
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
を
使
っ
て
自
己
分
析
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
・
「
青
田
買
い
」
の
監
視
機
能
と
し
て
、
大
学
が
人
材
招
聘
会
を
開
催
す
る
時
は
開
催
日
時
を
セ
ン
タ
ー
に
事
前
に
知
ら
せ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。（
４
年
次
の
11
月
以
降
開
催
す
る
よ
う
に
指
導
）
教
育
委
員
会
の
方
針
と
し
て
２
～
３
年
次
生
は
学
業
に
専
念
す
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。
個
人
的
に
休
み
中
に
ア
ル
バ
イ
ト
す
る
こ
と
は
可
。
・
大
学
で
キ
ャ
リ
ア
・
ガ
イ
ダ
ン
ス
の
授
業
を
担
当
す
る
人
を
指
導
す
る
人
を
派
遣
す
る
。
＜
就
職
内
定
率
＞
・
四
年
制
大
学
生
の
内
定
率
は
中
国
全
体
で
70
％
前
後
、
上
海
で
は
90
％
以
上
。
活
動
支
援
の
現
状
に
対
す
る
支
援
側
の
認
知
（
f）
-（
3）
田：在上海四年制大学生の就職活動プロセス74
回
答
者
H
華
東
師
範
大
学
学
生
就
職
指
導
セ
ン
タ
ー
職
員
回
答
者
I
上
海
大
学
外
国
語
学
部
日
本
語
学
科
学
生
部
職
員
回
答
者
J
上
海
市
教
育
委
員
会
管
轄
大
学
卒
業
生
就
業
指
導
セ
ン
タ
ー
職
員
（
主
管
）
回
答
者
E
、
F
、
G
復
旦
大
学
日
語
日
文
科
教
員
3名
（
教
授
・
副
教
授
・
助
教
授
各
１
名
）
項
目
の
説
明
項
目
*
出
所
：
本
人
か
ら
の
回
答
に
基
づ
く
。（
計
６
名
）
注
　
：
表
中
の
項
目
(f)
は
、
本
文
中
の
図
２
の
項
目
と
対
応
す
る
。
調
査
期
間
：
20
02
年
2月
19
日
～
同
年
3月
1日
・
従
来
の
情
報
伝
達
や
就
職
活
動
の
手
続
き
指
導
の
ほ
か
、
就
職
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
も
行
っ
て
い
る
が
、
こ
の
機
能
を
始
め
て
日
が
浅
く
、
模
索
中
で
あ
る
。
他
大
学
の
同
業
者
も
同
じ
悩
み
を
抱
え
て
い
る
。
学
生
の
就
職
活
動
を
援
助
し
て
い
く
た
め
の
充
分
な
体
制
作
り
が
必
要
で
あ
り
、
就
職
指
導
を
教
育
の
一
部
分
と
し
て
認
識
し
て
ほ
し
い
。
・
従
来
、
情
報
伝
達
が
メ
イ
ン
だ
っ
た
が
、
今
後
は
次
の
３
点
を
強
化
し
た
い
。
①
学
生
の
希
望
状
況
を
ま
と
め
て
企
業
側
に
推
薦
す
る
。
②
企
業
の
立
場
に
立
っ
て
ど
う
い
う
人
材
を
必
要
と
し
て
い
る
か
学
生
に
指
導
す
る
。
ま
た
指
導
事
例
を
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化
す
る
。
③
社
会
実
践
科
目
の
実
習
先
を
積
極
的
に
開
拓
し
て
い
く
。
こ
の
科
目
は
、
学
生
が
企
業
を
知
る
上
で
良
い
機
会
だ
が
、
市
場
経
済
原
理
が
取
り
入
れ
ら
れ
た
こ
と
や
就
職
が
買
い
手
市
場
に
な
っ
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
企
業
側
は
学
生
実
習
を
歓
迎
し
な
く
な
っ
て
い
る
。
未
熟
な
学
生
を
受
け
入
れ
た
く
な
い
と
い
う
気
持
ち
や
企
業
秘
密
の
漏
洩
の
お
そ
れ
も
関
係
し
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
実
習
先
は
学
生
が
自
分
の
コ
ネ
で
探
し
て
い
た
が
、
今
後
は
大
学
か
ら
紹
介
す
る
必
要
が
あ
る
。
・
情
報
誌
に
求
人
情
報
を
掲
載
す
る
日
系
企
業
が
欧
米
系
企
業
に
比
べ
て
ま
だ
少
な
い
。
今
後
い
ろ
い
ろ
な
方
法
で
増
や
す
努
力
を
し
た
い
。
（
課
題
の
明
言
は
な
し
、
以
下
は
学
生
の
就
職
・
転
職
意
識
に
関
す
る
発
言
）
・
受
験
時
に
学
生
自
身
が
将
来
の
職
業
ま
で
意
識
し
て
い
る
場
合
は
少
な
い
と
思
う
。
大
学
受
験
ま
で
は
学
生
の
親
の
意
思
が
強
く
関
与
す
る
。
親
は
大
学
に
入
れ
る
こ
と
を
ま
ず
は
目
的
と
し
て
い
る
よ
う
だ
。
・
本
学
の
学
生
の
理
想
は
高
く
、
3年
勤
続
す
る
人
は
少
な
い
。
転
職
時
に
、
5年
間
働
い
た
ら
、
ど
の
く
ら
い
の
給
料
？
、
ど
の
く
ら
い
の
ポ
ス
ト
？
と
聞
く
人
が
多
い
。
活
動
支
援
の
課
題
に
対
す
る
支
援
側
の
認
識
（
f）
-（
4）
